
人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 5,021 5,650 6,010 6,010 6,010

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 財務諸表の作成
回

1 1 1

① 1 1 －

活動
② －

成果 特別交付税の確保
千円

当初予算と決算 16,000 25,000 25,000

① 86,436 45,101 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

広報戸田市、市ホームページでの公開のほか、財務に関する年次報告書、分かりやすい市民向け財政公表(なるほど！わかっ
状況

た！戸田市の財政)を作成するなど、財政状況を積極的に公開し、健全な財政運営に向けて貢献している。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 21086 財政事務費

担当組織 財務部 財政課 担当 財政担当

組織コード
H26 08 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 04 01 01

記入日 平成26年06月24日
H25 08 02 00 H25 01 02 01 04 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間  ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象

財政課における財政事務費として、業務全般の事務を実施する。

事業目的

財政課における財政事務費として、業務全般の事務を実施する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事務全般及び 事務全般及び 事務全般及び 事務全般及び 事務全般及び

財務諸表の作 財務諸表の作 財務諸表の作 財務諸表の作 財務諸表の作

成・公表 成・公表 成・公表 成・公表 成・公表

事　業　費 3,507 4,140 4,500 4,500 4,500

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 3,507 4,140 4,500 4,500 4,500

人　件　費 1,514.32 1,509.72 1,509.72 1,509.72 1,509.72

投入 常勤職員 0.23人 0.23人 0.23人 0.23人 0.23人



2 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

財務諸表を作成し、市の財政状況を客観的に分析することは、健全な財政運営の

－ Ａ Ａ 実現に向けて非常に有効な手段である。また、それを公表することで、説明責任

を果たすことに貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

過去に、事業内容の見直しを行っており、委託料、賃借料等の経費は適正な水準

－ Ａ Ａ に抑えられているといえる。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

既存の財務会計システムを利用することで、効率的に財務諸表を作成することが

－ Ｂ Ｂ できている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

広く市民に対して公表していることから、適正であるといえる。

－ Ｂ Ｂ

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

財政事情を公表することは、適正な自治体経営を行っていくほか、説明責任を果たすうえでも、重要なことであ

事業の方向性 る。

引き続き、財務に関する年次報告書及び「なるほど！わかった！戸田市の財政」を作成し、広報戸田市、市ホー

ムページで財政状況を積極的に公開していく。

今後の取組方針



務委託 保守業務委託 保守業務委託 保守業務委託

料等 料等 料等 料等 料等

事　業　費 10,337 10,578 10,432 10,432 10,432

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 10,337 10,578 10,432 10,432 10,432

人　件　費 0 0 1,312.8 1,312.8 1,312.8

投入 常勤職員 0人 0人 0.2人 0.2人 0.2人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 10,337 10,578 11,745 11,745 11,745

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 保守回数
回

12 12 12

① 12 12 －

活動
② －

成果 システムダウン回数
回

0 0 0

① 0 0 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

財務会計システムについては、特に大きなトラブルもなく安定的に稼働した。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 6895 財務会計オンライン運用事業

担当組織 財務部 財政課 担当 財政担当

組織コード
H26 08 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 04 02 01

記入日 平成26年06月04日
H25 08 02 00 H25 01 02 01 04 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間 平成１１年度 ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
職員

財務会計オンラインシステムを運用することで、予算編成から執行・決算を効率的かつ合理的に行うことができる。また財

事業目的 産や契約など総合的な財務管理を行う。

予算編成を行う予算編成システムと、全庁的な予算の差引を行う全庁執行サブシステム等を中心に、財務オンラインシステ

ムの運用管理を行う。なお、財務会計システムにおいて運用するシステムは、予算編成、行政評価、財政計画、予算執行、

事業内容 決算統計、起債管理、債務負担管理、公有財産管理、公会計、備品管理、契約管理の計１１システムである。

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

財務会計シス 財務会計シス 財務会計シス 財務会計シス 財務会計シス

テム賃借料・ テム賃借料・ テム賃借料・ テム賃借料・ テム賃借料・

保守業務委託 保守業



現シス

テムの課題等を踏まえ、経費を最小限に抑えた手法を検討する。

今後の取組方針

4 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

財務会計システムを安定的に運用することで、効率的かつ効果的な予算編成、予

Ａ Ａ Ａ 算執行等が行え、健全な財政運営に貢献できている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

財務会計システムは平成２３年度に再構築を行った際に、全てのサブシステムを

Ａ Ａ Ａ 一括でプロポーザル方式で業者選定したことにより、ランニングコストについて

も削減が図れている。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

財務会計システムの運用は各業務において安定しており、当該システムを使用す

Ｂ Ｂ Ｂ る事業手法は適正であると言える。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

財務会計システムを全庁的に適切に運用することで、円滑な行政サービスの提供

Ｂ Ｂ Ｂ に貢献しており、適正であるといえる。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
特になし

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

財務会計システムの再構築を平成２３年度に行った。平成２４年度以降は通常稼働となり、事業費・人員は現状

事業の方向性 で継続することとなる。また、サーバーが新曽南庁舎へ移転後も、安定的に稼働している。

システムの安定稼働の維持を第一に、より効率的、効果的な財務会計システムの運用を目指す。また、システム

のリースが平成２８年度で終了するため、平成２６年度中に、再リースか再構築かを検討する。その際、



12,545 12,545 12,545

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 基金からの繰入
千円

目標＝当初予算額 400,000 580,000 798,000

① 400,000 530,000 －

活動
② －

成果 基金運用利子
千円

目標＝当初予算額 3,140 7,886 5,244

① 4,787 2,713 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

公共施設等整備基金から繰り入れを行うことで、公共施設の整備を円滑に行うことができた。運用利子は2,712,563円を積立
状況

てた。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 28065 公共施設等整備基金積立金

担当組織 財務部 財政課 担当 財政担当

組織コード
H26 08 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 06 05 01

記入日 平成26年06月23日
H25 08 02 00 H25 01 02 01 06 05 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間 平成１９年度 ～ 平成２７年度

戸田市公共施設等整備基金条例

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象

公共施設の整備に必要な財源を確保する。

事業目的

公共施設等整備基金を効率的に運用し、運用収益金の積立及び新規積立を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

基金積立金 基金積立金 基金積立金 基金積立金 基金積立金

事　業　費 182,713 6,746 12,217 12,217 12,217

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 6,746 12,217 12,217 12,217

一般財源 182,713 0 0 0 0

人　件　費 329.2 328.2 328.2 328.2 328.2

投入 常勤職員 0.05人 0.05人 0.05人 0.05人 0.05人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 183,042 7,074



6 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

基金により公共施設整備のための財源を補い、各整備事業を円滑に執り行うこと

Ａ Ａ Ａ ができるため、施策の目的達成に寄与している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

積立ては運用利子を財源としており、軽費は適正な範囲である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

基金の運用については、元本割れのリスクを避けるため、各金融機関からの地方

Ｂ Ｂ Ｂ 債借入額を考慮して、大口定期または国庫短期証券を選択しており、適正な方法

で運営されている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

公共施設整備の財政需要に対応することにより、間接的に公平な市民サービスの

Ｂ Ｂ Ｂ 提供に寄与している。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

今後も公共施設等整備のための事業費が増大することは明確であるため、基金が重要となる。

事業の方向性 また、元本割れのリスクを考慮すると、基金を安全に運用することが必要となる。

公共施設の老朽化に伴う改修や建替え等、今後の財政需要に対応すべく、引き続き計画的に基金の積立・運用を

行い長期的に安定運用を図っていく。

今後の取組方針



8,338 0

一般財源 480,761 80,760 80,760 80,760 0

人　件　費 329.2 328.2 328.2 328.2 0

投入 常勤職員 0.05人 0.05人 0.05人 0.05人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 482,173 83,944 89,426 89,426 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 基金繰入金
千円

目標＝当初予算額 1,000,000 1,040,000 380,000

① 1,058,000 1,040,000 －

活動
② －

成果 基金運用利子
千円

目標＝前年度末基金残高 2,582 1,609 2,856

① ×(0.1%) 3,904 1,083 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

基金から都市開発関連事業費へ1,040,000,000円を充当し、目標値を達成した。これらは事業を円滑に行うことに寄与した。
状況

基金の運用利子は1,083,101円となり、目標値を下回った。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 24443 都市開発基金積立金

担当組織 財務部 財政課 担当 財政担当

組織コード
H26 08 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 08 04 08 01 01

記入日 平成26年06月04日
H25 08 02 00 H25 01 08 04 08 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間 昭和５８年度 ～ 平成２７年度

戸田市都市開発基金条例（昭和５８年３月２８日条 中期財政計画

根拠法令 例第２号） 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
土地開発公社を通して、その事業に関わる市民のために。

都市開発関連事業に要する経費の財源を中長期的に確保し、事業を計画的、効率的に行えるようにする。

事業目的

都市開発基金を運用し、基金運用収益金の積立及び新規積立を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

基金運用収益 基金運用収益 基金運用収益 基金運用収益

金及び都市開 金及び都市開 金及び都市開 金及び都市開

発基金繰入金 発基金繰入金 発基金繰入金 発基金繰入金

の積立 の積立 の積立 の積立

事　業　費 481,844 83,616 89,098 89,098 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 1,083 2,856 8,338



8 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

基金により都市開発のための財源を補い、各整備事業を円滑に執り行うことがで

Ａ Ａ Ａ きるため、施策の目的達成に寄与した。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

積立は運用利子を財源としており、経費は適正な範囲である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

基金の運用については、元本割れのリスクを避けるため、各金融機関からの地方

Ｂ Ｂ Ｂ 債借入額を考慮して、大口定期で運用しており、適正な方法で運用されている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

都市開発の財政需要に対応することにより、間接的に公平な市民サービスの提供

Ｂ Ｂ Ｂ に寄与している。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
特になし

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

基金を運用することは都市開発関連事業の財源確保に関わるものであり、基金残高を維持しながら長期的に安定

事業の方向性 運用を図っていく。

引き続き計画的に基金を積立て、適切な方法で運用を行い、多額の資金を必要とする都市開発関連事業の財政需

要に対応していく。

今後の取組方針



0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 1,163 2,265 2,000 2,000 2,000

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 1,316.8 1,312.8 1,312.8 1,312.8 1,312.8

投入 常勤職員 0.2人 0.2人 0.2人 0.2人 0.2人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 2,480 3,578 3,313 3,313 3,313

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 借入申込に対する貸付実施率
％

貸付額／借入申込額 100 100 100

① 100 100 －

活動
② －

成果 基金運用利子
千円

前年度末残高×0.1％ 2,620 － －

① 1,455 － －

成果 基金運用利子
千円

前年度末基金残高×0.18 1,199 764

② ％（貸付金除く） 1,163 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

運用利子は1,162,928円となり目標値に達しなかった。
状況

土地開発公社からの借入申込に対してもれなく貸付を行い、事業用地を円滑に取得することができた。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 24444 まちづくり土地開発基金繰出金

担当組織 財務部 財政課 担当 財政担当

組織コード
H26 08 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 08 04 09 01 01

記入日 平成26年06月05日
H25 08 02 00 H25 01 08 04 09 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間 平成４年度 ～ 平成２７年度

戸田市まちづくり土地開発基金条例（平成4年6月17

根拠法令 日条例第13号） 関連計画
通 達 等 戸田市まちづくり土地開発基金条例運用方針 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
戸田市土地開発公社

都市開発関連事業に必要のある土地を、円滑かつ効率的に先行取得する。

事業目的

土地開発公社への無利子貸付を実施することで、円滑な都市開発関連事業用地の取得に資する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

基金運用収益 基金運用収益 基金運用収益 基金運用収益 基金運用収益

金の繰出及び 金の繰出及び 金の繰出及び 金の繰出及び 金の繰出及び

開発公社への 開発公社への 開発公社への 開発公社への 開発公社への

無利子貸付 無利子貸付 無利子貸付 無利子貸付 無利子貸付

事　業　費 1,163 2,265 2,000 2,000 2,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

基金から土地開発公社に無利子貸付することで、事業用地を円滑に取得できてお

Ｂ Ｂ Ｂ り、土地開発公社の債務の上昇を抑制することからも施策の目標達成に貢献して

いる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

積立については運用利子を財源としており、経費は適正な範囲である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

貸付及び運用により、土地開発公社の用地購入を円滑に行うことができているた

Ｂ Ｂ Ｂ め。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

土地開発公社への貸付の財源確保により、間接的に公平な市民サービスの提供に

Ｂ Ｂ Ｂ 寄与している。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
特になし

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

円滑な都市開発用地の購入及び土地開発公社の経営健全化のため、今後も基金の運用、公社への貸付を行うこと

事業の方向性 が必要である。

引き続き、計画的な基金運用を行い、土地開発公社からの借入申込に対応していく。

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 21088 災害復旧費

担当組織 財務部 財政課 担当 財政担当　主事

組織コード
H26 08 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 11 01 01 01 01

記入日 平成25年05月23日
H25 08 02 00 H25 01 11 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間  ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業目的

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

災害復旧費 災害復旧費 災害復旧費 災害復旧費

事　業　費 0 10 10 10 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 10 10 10 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 10 10 10 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



836,921 2,112,358 0

人　件　費 1,448.48 1,444.08 1,444.08 1,444.08 0

投入 常勤職員 0.22人 0.22人 0.22人 0.22人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,956,423 1,982,762 1,883,831 2,159,268 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 起債申請（届出）件数
件

一般会計・特別会計 16 13 16

① 16 13 －

活動
② －

成果 市債の予算達成率
％

予算現額に対する収入済 100 100 100

① 額の割合 100 82 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

国庫補助金の申請を行うため市債の繰越明許を行ったことにより、成果指標は達成できなかったが、国庫補助金の獲得により
状況

市の財政負担を軽減できた。起債の申請・借入を適切に行い、財源を確保できた。
の分析

平成２４年度より民間資金からの借入は、これまでの協議制から届出制に変わるため、成果指標の起債許可件数は２３年度ま

でとした。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 6898 市債償還金元金

担当組織 財務部 財政課 担当 財政担当

組織コード
H26 08 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 12 01 01 01 01

記入日 平成25年05月23日
H25 08 02 00 H25 01 12 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間  ～ 平成２７年度

地方自治法　第２３０条、地方財政法　第５条

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民

公共施設の建設事業等を行うにあたり、市債の発行により事業費の財源とする。元利償還を割賦払いとすることで、その事

事業目的 業にかかる財政負担を後年度に平準化する。財政状況や将来の負担に配慮しながら計画的な財政運営を行う。

起債の申請から借入、元利償還を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

起債の借入・ 起債の借入・ 起債の借入・ 起債の借入・

償還事務 償還事務 償還事務 償還事務

事　業　費 1,954,975 1,981,318 1,882,387 2,157,824 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 37,951 47,208 45,466 45,466 0

一般財源 1,917,024 1,934,110 1,
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

平成２９年度に元利償還金はピークを迎えるが、将来負担を考慮しつつ、起債対

Ａ Ａ Ａ 象事業を選定し、財源確保に努めている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

過去に借り入れた分の償還金以外に、事務費としては必要最低限の経費に抑えら

Ｂ Ｂ Ｂ れている。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

民間金融機関からの借入の際は、見積もり合わせにより借入利率を決定しており

Ａ Ｂ Ａ 、低い利率で借入することができている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

単年度と将来の財政負担のバランスを考慮しつつ、増加する財政需要に対応する

Ｂ Ｂ Ｂ べく起債額を決定している。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
借入条件を設定する際、今後の負担を考慮し、元金償還の据置期間を無くす等、借入年数の設定について工夫を

行った。

見直し内容

元金の据置期間を無くすことによって、元利償還金の総支払額の抑制を図った。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

市債の借入については、事業の財源確保のため今後も行うことになる。これまでの借入も含め、市債の償還は継

事業の方向性 続される。

財政状況や将来の負担に配慮しながら、計画的な市債の借入を行うことで財源を確保する。より有利な金利で借

入ができるよう、金融動向の把握に努めていく。

今後の取組方針



動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 15 頁

事務事業名 21089 市債利子

担当組織 財務部 財政課 担当 財政担当　主事

組織コード
H26 08 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 12 01 02 01 01

記入日 平成25年05月23日
H25 08 02 00 H25 01 12 01 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間  ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業目的

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

起債利子償還 起債利子償還 起債利子償還 起債利子償還

事　業　費 278,267 281,123 360,000 360,000 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 278,267 281,123 360,000 360,000 0

人　件　費 0 0 1,641 1,641 0

投入 常勤職員 0人 0人 0.25人 0.25人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 278,267 281,123 361,641 361,641 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動
① －

活
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 17 頁

事務事業名 21090 一時借入金利子

担当組織 財務部 財政課 担当 財政担当　主事

組織コード
H26 08 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 12 01 02 02 01

記入日 平成25年05月23日
H25 08 02 00 H25 01 12 01 02 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間  ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業目的

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

一時借入金利 一時借入金利 一時借入金利 一時借入金利

子 子 子 子

事　業　費 0 6,795 6,000 6,000 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 6,795 6,000 6,000 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 6,795 6,000 6,000 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



業費＋人件費 1,818,672 8,794 10,328 10,328 10,328

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 基金繰入金
千円

目標＝当初予算額 1,040,000 1,678,000 1,181,000

① 1,040,000 1,678,000 －

活動
② －

成果 基金運用利子
千円

目標＝前年度末基金残高 3,563 3,480 3,620

① ×(0.1%) 3,026 2,735 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

一般会計に1,678,000,000円の繰入を行い、財源の不足を補った。
状況

運用利子については、最も確実かつ有利な方法で運用を行ったが、年度当初の繰替運用により運用期間が確保できず、目標に
の分析

届かなかった。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 19 頁

事務事業名 21092 財政調整基金費

担当組織 財務部 財政課 担当 財政担当

組織コード
H26 08 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 13 01 01 01 01

記入日 平成26年06月05日
H25 08 02 00 H25 01 13 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間 昭和４３年度 ～ 平成２７年度

戸田市財政調整基金条例 中期財政計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
予算を通して広く市民のために

財政調整基金により市の財政運営全般に活用する。

事業目的

財政調整基金を運用し、運用収益金の積立及び新規積立を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

基金積立金 基金積立金 基金積立金 基金積立金 基金積立金

事　業　費 1,818,343 8,466 10,000 10,000 10,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 2,735 8,466 10,000 10,000 10,000

一般財源 1,815,608 0 0 0 0

人　件　費 329.2 328.2 328.2 328.2 328.2

投入 常勤職員 0.05人 0.05人 0.05人 0.05人 0.05人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

歳入への繰入や繰替運用により、円滑な資金繰りに寄与した。

Ａ Ａ Ａ 市の財政運営上、必要不可欠であり、健全な財政運営に大きく貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

当初予算額は、運用利子を財源としている。年度末の新規積立は財政状況を考慮

Ｂ Ｂ Ｂ して決定しており、適正な金額である。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

基金の運用については、執行計画による資金収支見込や、各金融機関からの市債

Ｂ Ｂ Ｂ 借入額を考慮して運用方法を選択しており、事業手法は適正である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

行政需要に対する財源確保を行うことで、間接的に公平な市民サービスの提供に

Ｂ Ｂ Ｂ 寄与しているため。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
特になし

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

財政調整基金に対する行政需要は今後も不可欠であり、また、災害時等に備え一定の残高を保つことは必須であ

事業の方向性 る。

基金残高を維持するため、繰入とのバランスを取りながら、積極的に剰余金を積立てるように努める。年度当初

の歳計現金不足対応の動向を見極め、可能な限り早期の運用開始を目指す。

今後の取組方針



05人 0.05人 0.05人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 64,371 73,776 73,776 73,776 73,776

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 21 頁

事務事業名 30564 地方公共団体金融機構納付金

担当組織 財務部 財政課 担当 財政担当

組織コード
H26 08 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 13 03 01 01 01

記入日 平成26年06月24日
H25 08 02 00 H25 01 13 03 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間 平成２１年度 ～ 平成２７年度

地方財政法第３２条の２及び同法施行令附則第２条

根拠法令 の２ 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
※予算編成用シート（指標当未設定）

※予算編成用シート（指標当未設定）

事業目的

※予算編成用シート（指標当未設定）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

地方公共団体 地方公共団体 地方公共団体 地方公共団体 地方公共団体

金融機構納付 金融機構納付 金融機構納付 金融機構納付 金融機構納付

金 金 金 金 金

事　業　費 64,042 73,448 73,448 73,448 73,448

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 64,042 73,448 73,448 73,448 73,448

人　件　費 329.2 328.2 328.2 328.2 328.2

投入 常勤職員 0.05人 0.05人 0.
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 18,532 22,000 522,000 1,169,000 1,019,000

人　件　費 987.6 984.6 984.6 984.6 984.6

投入 常勤職員 0.15人 0.15人 0.15人 0.15人 0.15人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 19,520 22,985 522,985 1,169,985 1,019,985

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 事業化用地の買取金額等
百万円

2,651 75 585

① 75 －

活動 利子補給額
千円

30,000 30,000 22,000

② 30,000 18,532 －

成果 債務負担行為額
百万円

10,230 9,059 9,055

① 9,069 9,249 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

公社債務への利子補給を行うことで簿価の上昇を抑制し、事業化による公社保有土地の買戻しにより、債務保証額を減少させ
状況

た。債務負担行為額としては上昇したが、これはまちづくり土地開発基金からの無利子貸付によって用地を取得したことによ
の分析

るものである。
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事務事業名 25683 土地開発公社経営健全化事業

担当組織 財務部 財政課 担当 財政担当

組織コード
H26 08 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 13 04 01 01 01

記入日 平成26年06月24日
H25 08 02 00 H25 01 13 04 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間 平成１８年度 ～ 平成２７年度

土地開発公社経営健全化対策措置要領

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
土地開発公社所有用地

公社債務保証対象土地の簿価総額を引き下げる。

事業目的

各課の事業計画に合わせ、公社用地の買い戻しを図る。また、未利用土地についても直接売却を行うなど、処分方法を検討

し、併せてまちづくり土地開発基金の活用についても検討する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事業決定及び 事業決定及び 事業決定及び 事業決定及び 事業決定及び

原課での土地 原課での土地 原課での土地 原課での土地 原課での土地

購入、利子補 購入、利子補 購入、利子補 購入、利子補 購入、利子補

給 給 給、先行取得 給、先行取得 給、先行取得

事　業　費 18,532 22,000 522,000 1,169,000 1,019,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支



利子補給を引き続き実施するとともに、用地先行事業取得事業債の活用も含めた事業用地の買い

取りや民間への公売により、公社の債務保証額の減少を図る。

今後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

公社の経営を健全化することで将来負担を縮減することができ、健全な財政運営

Ａ Ａ Ａ に大いに貢献できる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

事業費は公社債務への利子補給に係るものであり、公社保有土地の簿価の上昇を

Ｂ Ｂ Ｂ 抑えるために必要な額である。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

国の第３次土地開発公社経営健全化計画に基づき実施しており、適正な事業手法

Ｂ Ｂ Ｂ であると言える。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

公社の経営健全化は市全体の健全な財政運営につながるものなので、受益と負担

Ｂ Ｂ Ｂ は適正な範囲である。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
国よる第３次の土地開発公社経営健全化計画を策定し、公社健全化団体の指定を受けた。

見直し内容

今後、地方債や公社債務への利子補給において、財政上の措置が受けられるようになった。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

公社債務への利子補給については今後も引き続き実施するものである。公社債務は減少してきているが、社会情

事業の方向性 勢による金利の上昇も考えられるため、計画上の予算額については現状維持とした。予算の範囲内で利子補給を

行い、年度ごとに精査を行うものとする。

第３次の土地開発公社経営健全化計画に基づき、債務保証額の削減を推進する。まちづくり土地開発基金からの

無利子貸付及び
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事務事業名 21095 予備費

担当組織 財務部 財政課 担当 財政担当　主事

組織コード
H26 08 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 14 01 01 01 01

記入日 平成24年05月29日
H25 08 02 00 H25 01 14 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間  ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業目的

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

予備費 予備費 予備費 予備費

事　業　費 0 60,000 60,000 60,000 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 60,000 60,000 60,000 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 60,000 60,000 60,000 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



6 1,096 1,096 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 1,141 1,096 1,096 1,096 0

人　件　費 5,464.72 5,448.12 5,448.12 5,448.12 0

投入 常勤職員 0.83人 0.83人 0.83人 0.83人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 6,606 6,544 6,544 6,544 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 決算概要の作成
件

1 1 1

① 1 1 －

活動 地方財政状況調査表の作成
件

1 1 1

② 1 1 －

成果 決算統計の資料活用
件

県への調査表提出、決算 2 2 2

① ｶｰﾄﾞ作成 2 2 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

各種資料の作成及び健全化判断比率の算定を遅滞なく行うことができた。６月と１２月においては、広報誌での財政状況の公
状況

表及び告示を行い。２月には財務に関する年次報告書を発行した。
の分析
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事務事業名 20671 決算及び決算統計事業

担当組織 財務部 財政課 担当 財政担当

組織コード
H26 08 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成25年05月31日
H25 08 02 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間  ～ 平成２７年度

地方自治法　第２３３条

根拠法令 地方公共団体の財政の健全化に関する法律 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
各課所、議会、市民

国の地方財政の統計資料となる地方財政状況調査表や健全化判断比率を算定することなどで、本市の財政状況を把握すると

事業目的 ともに、広く市民に周知する。

毎年度決算の調整にあわせた決算概要の作成や、統計資料となる地方財政状況調査表を作成すると共に、健全化判断比率を

算定する。また、広報誌において財政状況の公表を行い、年次報告書を作成する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

決算概要、決 決算概要、決 決算概要、決 決算概要、決

算統計、健全 算統計、健全 算統計、健全 算統計、健全

化判断比率算 化判断比率算 化判断比率算 化判断比率算

定作成、財政 定作成、財政 定作成、財政 定作成、財政

事　業　費 1,141 1,09



後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

財政健全化判断比率や各種資料により市の財政状況を明らかにすることで、市の

Ｂ Ｂ Ｂ 透明性が図れる。また、これらの資料を活用し、市の財政状況を説明

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

経費は人件費と印刷製本費のみで適正な範囲である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

作成したものを紙媒体だけでなくホームページで広く公表するなど、手法は適正

Ｂ Ｂ Ｂ であると判断できる。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

健全な財政運営を行うための資料となるものであり、間接的に広く公共の福祉に

Ｂ Ｂ Ｂ 寄与していると言える。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
市の事業を地図で分かりやすく表示するなどの工夫をした市民向け財政資料の発行に取り組み、ホームページで

公表を行った。

見直し内容

作成した財政資料（決算マップ）について、問い合わせや資料要求などの声があり、今までの事業と併せて、市

の財政へ市民の意識が向上した。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

法に基づき作成が義務付けられているものであるため、今後も継続する。分かりやすい公表など新たな取り組み

事業の方向性 についても、今後も検討し継続していく。

各種資料の作成や健全化判断比率の算定を遅滞なく行うことはもちろんであるが、それをより分かりやすい手法

で伝えていくことを引き続き検討していく。

今



0 0

一般財源 0 0 1,298 1,298 1,298

人　件　費 0 0 9,846 9,846 9,846

投入 常勤職員 0人 0人 1.5人 1.5人 1.5人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 11,144 11,144 11,144

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 予算書印刷冊数
冊

当初予算書 200 200 200

① 200 200 －

活動 中期財政計画　他課からの資料の
件

財務部税務課等（一部事 18 17 17

② 収集 務組合含む） 18 17 －

成果 年度内予算成立件数
件

1 1

① 1 1 －

成果 中期財政計画書一式
冊

1 1

② 1 1 －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

歳入減に見合った経常経費の枠配分予算額を算定し、政策的経費おいては一件査定による調整行った。基金繰入、地方債のバ
状況

ランスをとりながら、増大する歳出との均衡を図り、予算を編成した。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 29 頁

事務事業名 21480 予算編成事業

担当組織 財務部 財政課 担当 財政担当

組織コード
H26 08 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成26年06月04日
H25 08 02 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間  ～ 平成２７年度

地方自治法

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
水道部を除く全課職員及び市民

中期的な財政収支の見込みを立て、健全な財政運営を堅持しつつも市民の多様なニーズに対応できるような予算編成を行う

事業目的 。

中期財政計画を策定し、今後５か年の財政収支の見通しを立てる。積極的な財源の確保に努めるとともに、経常経費の抑制

や、市民要望の高い事業には基金の活用などによる積極的な対応を図るなど、限られた財源を有効に配分する。また、経常

事業内容 的経費については枠配分予算とし、経費の削減を図るとともに部局の裁量による予算編成を実施する。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

予算編成 予算編成 予算編成 予算編成 予算編成

事　業　費 0 0 1,298 1,298 1,298

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0



＜判断理由＞

予算編成については、引き続き枠配分の方法で行っていく。事業費としては人件費や予算書の印刷製本費のみな

事業の方向性 ので、現状で継続するものとする。

扶助費の増大、施設の老朽化による建替・大規模修繕、土地開発公社の経営健全化等の今後の課題に対応するた

め、基金繰入や起債とのバランスをとりながら、健全な財政状況を維持すべく予算編成を行っていく。

また、既存事業の見直しを進めるとともに、公共施設の長寿命化についても資産管理課と連携し、計画的かつ効

今後の取組方針 果的な対応を図っていく。さらに、財政関連の職員研修についても引き続き実施し、市の財政状況について、問

題意識、危機感を共有したうえで、行財政運営を図っていく。

30 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

予算要求されたものの中で緊急性、重要性の高いものに重点的に予算措置し、効

Ｂ Ｂ Ｂ 率的な財政運営に貢献した。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

経費としては、人件費のみであり、適正な水準に抑えられている。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

中期財政計画の収支に基づき、都市基盤整備に係る要求上限額を設定し、予算査

Ｃ Ｃ Ｂ 定業務を効率的に進めた。また、資産管理課と連携し、施設の改修について、計

画的かつ効果的な対応を図った。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

効果的な予算編成を行うことで、間接的に広く市民の利益に寄与するものである

Ｂ Ｂ Ｂ 。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
①都市整備部の予算要求上限額を設定し、査定業務を効率的に行った。

②「なるほど　わかった　戸田市の財政」を発行し、分かりやすい財政公表に努めた。また、財政研修を管理職

見直し内容 及び一般職員向けに実施し、職員の知識向上を図った。

予算要求上限額を設定することによって、査定業務が円滑に行えた。また、財政研修は、知識の向上を図られた

ほか、危機感を共有することができ、非常に効果的であった。また、「なるほど　わかった　戸田市の財政」は

見直しの効果 、成人式、市民会議等で配布し、分かりやすいと好評で、協働によるまちづくりの礎を築くことができた。

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了



,771 18,813 19,015 19,015 19,015

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 優秀工事施工業者表彰式の開催回
回

表彰式の開催回数 1 1 1

① 数 1 1 －

活動 建設工事に係る電子入札の実施件
件

電子入札の実施件数 120 120 120

② 数 117 131 －

成果 優秀工事施工業者表彰式の実施率
％

表彰式開催回数の目標値 100 100 100

① に対する実施率 100 100 －

成果 建設工事に係る電子入札の実施率
％

工事件数に対する電子入 100 100 100

② 札件数の実施率 100 100 －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

２５年度の各課から依頼された電子入札の実施件数は目標を上回り、またすべて電子入札で実施することができた。
状況

優秀工事施工業者表彰の実施により公共工事等の品質向上を高めている。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 31 頁

事務事業名 6975 契約事務費

担当組織 財務部 入札検査課 担当 入札担当

組織コード
H26 08 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 01 08 01

記入日 平成26年06月26日
H25 08 04 00 H25 01 02 01 01 08 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間 平成１７年度 ～ 平成２７年度

戸田市契約規則

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
指名参加願登録業者・市職員

入札事務に当たっては、法令を順守し公平・公正かつ適正に執行する。

事業目的

公共工事・業務委託・物品購入等の入札を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

入札・契約事 入札・契約事 入札・契約事 入札・契約事 入札・契約事

務 務 務 務 務

事　業　費 4,311 5,685 5,887 5,887 5,887

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 307 307 307 307

一般財源 4,311 5,378 5,580 5,580 5,580

人　件　費 16,460 13,128 13,128 13,128 13,128

投入 常勤職員 2.5人 2人 2人 2人 2人

人員 非常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

事業費＋人件費 20



たことにより、工事業者に過度な負

担をかけるのではなく、適正な価格による履行を実施したい。

今後の取組方針

32 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

全ての工事案件で一般競争入札を実施しているため、競争性が高まり、健全な財

Ｂ Ｂ Ｂ 政運営に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

電子入札の実施により効率的に事務を執行しており、経費は適正である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

一般競争入札の実施により競争性だけでなく透明性を確保しており、事業手法は

Ｂ Ｂ Ｂ 適正である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

適正な入札執行により、各課担当者の事務の効率化が図られ、市民サービスの向

Ｂ Ｂ Ｂ 上が図れる。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
工事の前払金の限度額を5000万円から1億円に拡大した。

工事の中間前払金を限度額5000万円で導入した。

見直し内容

工事請負業者の資金繰り負担を軽減することにより、工事請負業者の財務状況改善と育成に寄与した。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

競争性の高い一般競争入札をすべての建設工事で実施することにより、経済性を確保し、健全な財政運営に貢献

事業の方向性 することができる。設計・調査・測量業務委託についても一部で一般競争入札を実施し、健全な財政運営に貢献

することができる。

総合評価方式による入札を実施することにより、工事の品質確保・向上に取り組んでいく。

建設工事の最低制限価格の計算式を公表し、また、経費の割合の一部を上げ



0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 16,633 16,711 16,711 16,711 16,711

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 中間検査件数
件

目標値：年間工事件数の 96 112 112

① ８０％ 187 210 －

活動 完成検査件数
件

目標値：年間工事件数の 160 140 140

② １００％ 141 145 －

成果 完成検査後の不具合等の発生率
％

不具合発生件数　÷　年 0 0 0

① 間工事件数 0 0 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

契約金額１５０万円を超える工事の各種検査を実施、不具合等の発生状況無し。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 33 頁

事務事業名 6979 検査事務費

担当組織 財務部 入札検査課 担当 検査担当　副主幹

組織コード
H26 08 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 17 01 01

記入日 平成26年06月24日
H25 08 04 00 H25 01 02 01 17 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間 昭和４６年度 ～ 平成２７年度

地方自治法第２３４条の２、同施行令第１６７条の

根拠法令 １５、戸田市工事検査員設置規程及び戸田市工事検 関連計画
通 達 等 査要綱 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民

工事完成後の不具合等の発生率を０にすることにより、質の高い市民サービスの供給を継続すると共に、公共工事の堅実性

事業目的 を高めていく。

契約金額が１５０万円を超える工事の各種検査

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

検査事業 検査事業 検査事業 検査事業 検査事業

事　業　費 173 301 301 301 301

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 173 301 301 301 301

人　件　費 16,460 16,410 16,410 16,410 16,410

投入 常勤職員 2.5人 2.5人 2.5人 2.5人 2.5人

人員 非常勤職員
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

工事完成後の不具合等の発生率が０のため、質の高い市民サービスの供給を継続

Ｂ Ｂ Ｂ し、健全な財政運営に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

必要最小限の経費である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

関係法令に基づき、適正な事業手法である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

本事業の対象者は特定の受益者ではないため、公平性は適正である。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
特になし。

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

工事完成後の不具合等の発生率が０のため、質の高い市民サービスの供給を継続し、健全な財政運営に貢献して

事業の方向性 いる。

引き続き、現状で継続していく。

今後の取組方針



3 8,068 8,812 8,068

人　件　費 16,460 13,128 13,128 13,128 13,128

投入 常勤職員 2.5人 2人 2人 2人 2人

人員 非常勤職員 0.1人 0.7人 0.1人 0.7人 0.1人

事業費＋人件費 21,774 20,661 21,196 21,940 21,196

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 消耗品類の単価契約の件数
件

消耗品類の単価契約の件 560 550 540

① 数 558 569 －

活動 単価契約品の見直し件数
件

新規に加えたものと見直 30 30 30

② しにより廃止した件数 33 91 －

成果 消耗品類の単価契約実施率
％

単価契約件数の目標値に 100 100 100

① 対する実施率 99.6 100 －

成果 単価契約品の見直し実施率
％

見直し件数の目標値に対 100 100 100

② する実施率 110 100 －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

単価契約件数は活動・成果ともに目標を達成している。
状況

２５年度の単価案件の見直しや廃止を行った件数は大幅に増加しており、引き続き、購入実績等から見直しを行い、事務の効
の分析

率化及び経費の削減をさらに図っていく。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 35 頁

事務事業名 20777 物品管理事業

担当組織 財務部 入札検査課 担当 入札担当

組織コード
H26 08 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成26年06月24日
H25 08 04 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間 平成１７年度 ～ 平成２７年度

戸田市契約規則

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ● 3.環境配慮事業 ○ 4.対象外

対象
職員

全庁的に購入頻度の高い消耗品類を単価契約し、購入コストの削減を図り、併せて職員の事務の効率化・迅速化を図る。

事業目的 また、用品の集中購買により、安価な物品調達を可能とする。

消耗品類について、単価による見積合わせを実施し、安価な金額を提示した業者と単価契約を締結する。また、封筒やファ

イリング用品を入札検査課で集中して購入することにより、経済的で、効率的な物品調達を図る。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

物品管理事務 物品管理事務 物品管理事務 物品管理事務 物品管理事務

事　業　費 5,314 7,533 8,068 8,812 8,068

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 5,314 7,53



献してい

事業の方向性 ると考えられるため。

グリーン購入基本方針及びガイドラインに基づき、環境に配慮した物品調達を推進し、購入割合を高めていく。

今後の取組方針

36 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

購入頻度が高い消耗品類の単価契約や在庫物品及び封筒等の印刷物を集中購買す

Ｂ Ｂ Ｂ ることにより、役所全体の経費削減を図り、健全な財政運営に貢献していると考

える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

在庫物品及び封筒等の印刷物を集中購買することにより、各課の事務経費を削減

Ｂ Ｂ Ｂ することができている。また、使用頻度の高い物品を単価契約することで、発注

の事務効率が高まっており、経費は適正な範囲と考える。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

過去の発注実績や各課・業者からの意見を反映することで、常に品目を整理して

Ｂ Ｂ Ｂ いることから、事業手法は適正な内容と考える。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

購入頻度が高い消耗品類の単価契約や在庫物品及び封筒等印刷物を集中購買する

Ｂ Ｂ Ｂ ことは、役所全体の経費削減及び事務の効率化を高め、より良い市民サービスの

提供に不可欠であることから、受益・負担は適正な範囲と考える。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
各課からの要望や業者からの注文状況を聴取し、品目や規格の見直しを行った。

見直し内容

単価契約の件数が整理され、事務の効率化を図り、迅速な物品調達を可能とした。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

単価契約の締結及び在庫物品や印刷物の集中購買は、役所全体の経費削減を図り、健全な財政運営に貢



52,052.52 52,052.52 52,052.52 52,052.52

投入 常勤職員 7.93人 7.93人 7.93人 7.93人 7.93人

人員 非常勤職員 0.9人 0.9人 0.9人 0.9人 0.9人

事業費＋人件費 57,520 62,446 58,946 58,946 58,946

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 伝票照査件数
件

収入調定及び支出伝票の 54,000 51,500

① 照査件数 54,041 51,838 －

活動 口座振込件数
件

ＦＤ及び主管課ＦＤ振込 38,000 37,000

② の件数 38,334 37,319 －

成果 不適正伝票の指導
件

不適正な収入調定及び支 2,800 2,800 2,400

① 出伝票の担当課戻し件数 3,570 2,449 －

成果 口座振込変更等発生件数
件

口座変更等による再振込 400 380 360

② の手続き件数 358 384 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

目標達成状況の指標名が活動に対する成果となっていないことから、平成２５年度事後評価より指標名を変更した。
状況

成果指標の①不適正伝票の指導については、目標を達成することができたが、②口座振込変更等発生件数については、前年度
の分析

より増加したため目標を達成できなかった。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 37 頁

事務事業名 21243 会計事務費

担当組織 会計 会計課 担当 照査・出納担当　

組織コード
H26 46 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 05 01 01

記入日 平成26年07月08日
H25 46 01 00 H25 01 02 01 05 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間

地方自治法第１７０条・２３２条の４、５・２３３

根拠法令 条・２３５条 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
職員、債権者

会計管理者の権限に属する事務の処理を適正に行うことにより、健全な財政運営を図る。

事業目的

１ 支出負担行為の確認及び収支命令の審査、２ 出納事務、３ 例月監査資料の作成、４ 決算の調製　等

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

会計管理者の 会計管理者の 会計管理者の 会計管理者の 会計管理者の

権限に属する 権限に属する 権限に属する 権限に属する 権限に属する

事務 事務 事務 事務 事務

事　業　費 5,309 10,393 6,893 6,893 6,893

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 802 771 771 771 771

一般財源 4,507 9,622 6,122 6,122 6,122

人　件　費 52,211.12



○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

　地方自治法等により実施が義務づけられていることから、今後も継続していく。

事業の方向性

　平成２７年度からは、支払先に郵送している口座振込支払通知書の廃止を検討しており、これにより印刷製本

費及び通信運搬費の大幅な削減と事務の軽減を目指していきたい。

　今後も、事務の効率化及び省コスト化を目指し、事務改善の必要性を検討していく。

今後の取組方針

38 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

照査及び出納事務の適正な執行は、健全な財政運営には不可欠です。

－ Ａ Ｂ また、資金管理における余裕資金の活用により、運用益の確保に努め、健全な財

政運営に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

人件費は、職員、専門員及びパート職員を適正に配置している。

－ Ａ Ｂ また、財務会計システム、源泉徴収システム、公共料金明細事前通知サービス（

公振くん）、指定金融機関の振込データ伝送（ＥＢ）システムを活用し、事務の

効率化を図っている。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

照査事務は、各伝票の詳細なる審査を実施し、また、出納事務は各種システムを

－ Ｂ Ｂ 活用しており円滑かつ適正に執行している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

照査及び出納事務により、債権者に対し適正な支払を実施している。

－ Ａ Ｂ

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
　指定金融機関に対し振込依頼した内容に相違があり振込できなかった場合、今までは埼玉りそな銀行サポート

オフィスとの事務的なやりとりを派出所経由で行っていたが、指定金融機関と協議の上、サポートオフィスと直

見直し内容 接変更内容のやりとりをする方法に改めた。

　振込不能の連絡が来てから再振込されるまでに係る時間が短くなり、債権者へのサービスの向上に繋がった。

また、再振込に係る書類が減ったことにより、担当課及び会計課においても事務の効率化を図ることができた。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止



7人 0.07人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 25,918 24,835 24,835 24,835 24,835

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 県証紙売り上げ金額
円

単価×売り上げ枚数 19,838,000 25,676,000 24,376,000

① 20,004,130 21,880,300 －

活動
② －

成果 県証紙売りさばき手数料
円

証紙買受け額×3.15/100 624,000 808,000 789,000

① （26年度から3.24/100） 624,895 801,894 －

成果
② －

Ｃ：活動・成果ともに達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞

　戸田公園駅前出張所での県証紙販売は、平成２４年１０月から実施しており、２５年度は売上増を見込んで予算取りしたが
状況

、思うほど売り上げは伸びなかった。
の分析
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事務事業名 7186 県証紙売りさばき事業

担当組織 会計 会計課 担当 出納担当　

組織コード
H26 46 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 24 02 01

記入日 平成26年07月08日
H25 46 01 00 H25 01 02 01 24 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 88 健全な財政運営

事業期間

埼玉県証紙条例第６条、同条例施行規則第４条、第

根拠法令 ６条、第８条 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
埼玉県証紙を必要とする市民等。

埼玉県証紙の売りさばき

事業目的

会計課（美笹支所・戸田公園駅前出張所）窓口に来庁した市民等に対し、埼玉県証紙を販売する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

県証紙売りさ 県証紙売りさ 県証紙売りさ 県証紙売りさ 県証紙売りさ

ばき事業 ばき事業 ばき事業 ばき事業 ばき事業

事　業　費 25,457 24,376 24,376 24,376 24,376

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 25,457 24,376 24,376 24,376 24,376

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 460.88 459.48 459.48 459.48 459.48

投入 常勤職員 0.07人 0.07人 0.07人 0.0



ことにより、証紙

事業の方向性 の取扱量が増加した。今後も必要な市民サービスであることから、現状を維持して実施していく。

　今後も、県証紙の売り上げ実績に応じて、在庫数を適正なものとするために、県から購入する枚数を調整する

等適正な管理をしていく。

今後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

市民サービスの一環として実施している事業であり、県証紙を購入する人が、県

Ａ Ａ Ｂ 庁等に出向くことなく、身近で購入できるよう便宜を図っていることから、貢献

度は高いものである。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

埼玉県証紙を必要とする市民に対してのサービスであるため、適正な経費である

Ａ Ａ Ａ 。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

定期的に多額の証紙を購入する事業者に対しては、事前にＦＡＸや電話での申し

Ａ Ａ Ｂ 込みを実施する等、市民サービスの向上を図っていることから、事業手法は適正

であると考える。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

埼玉県証紙の購入を市民サービスの一環として実施している事業のため、適正で

Ａ Ａ Ｂ あると考える。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
　平成２６年度予算計上に当たっては、埼玉県証紙の在庫で、売上の少ない種類を売上の多い種類に交換し、在

庫を精査する見直しを実施し、次年度の見込み数とを照合した上で予算化した。

見直し内容

　これまで埼玉県証紙の在庫数については、精査等をしていないことから在庫数が増え続けていたが、見直しを

したことで在庫数の減数及び予算の削減を図ることができた。

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

　平成２４年１０月から戸田公園駅前出張所でのパスポート申請受付・交付事務が開始された


